
 
 

廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 86 回） 

 

２０２１年度廃炉研究開発計画について 

 

 

１．２０２１年度廃炉研究開発計画のポイント 

（１）基本的な考え方 

 

福島第一原子力発電所の廃炉・汚染水対策については、炉の設置者である東京電力

ホールディングス（以下東京電力ＨＤ）が、実施主体としての責任をしっかり果たし

続けていくことが大原則である。 

 

他方、これまで世界にも前例のない困難な取組であるため、「中長期ロードマップ

（2019 年 12 月改訂）」に基づく対策の進捗管理や技術的難易度が高い研究開発に対す

る支援を行うなど国も前面に立って取り組むこととしている。 

 

技術的難度が高く、国が支援する研究開発の対象については、中長期ロードマッ

プ、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の技術戦略プラン、東京電力ＨＤによる廃炉作

業やエンジニアリング、既存の研究開発プロジェクトの進捗状況等を踏まえ、廃炉技

術に関する司令塔である原子力損害賠償・廃炉等支援機構からの助言を得て、廃炉研

究開発計画としてまとめている。 

 

なお、本廃炉研究開発計画に基づく研究開発プロジェクトは東京電力ＨＤによるエ

ンジニアリングと連携して実施し、成果は東京電力ＨＤの実施するエンジニアリング

に活用される。 

 

一方で、燃料デブリ取り出しや廃棄物対策については、燃料デブリやその取り出し

のためのアクセスルート等の原子炉格納容器内状況に関する情報、燃料デブリ取り出

しに必要な研究開発等が未だ限定的であり、大きな不確実性が存在するのが現状であ

る。 

 

このため、今後の東京電力ＨＤによるエンジニアリング、調査・分析や現場の作業

等を通じて得られる知見を踏まえ、新たに必要となる研究開発課題が抽出されること

が想定され、廃炉研究開発計画は鋭意、不断の見直しを図っていくことが重要であ

る。 
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（２）研究開発の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※これまでの計画については、「2020 年度廃炉研究開発計画」（廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議（第 75 回 資料 4））を参照

のこと。 

※A1 試験的取り出し技術については、一定の成果が得られたことから、以後は民間事業者による事業として実施 
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２．２０２１年度における各プロジェクトの計画 

 

A．試験的取り出し・段階的取り出し規模拡大 

A2 2 号機段階的取り出し規模拡大 

A2 燃料デブリの段階的に規模を拡大した取り出し技術 

【目的】 

◯ 取り出しによる燃料デブリのリスク低減及び取り出し工事に係る臨界管理や

装置設計、工事要領の合理化に資することを目的に、燃料デブリの段階的に

規模を拡大した取り出し技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉格納容器（PCV）内・原子炉圧力容器（RPV）内は、線量が高く、放射

性物質で汚染されており、情報が限定的で不確実性が高い中、燃料デブリの

試験的取り出しより、さらに長期期間の作業、かつ、取り出し量の拡大とい

った条件の基で、取り出し装置・システムの成立性を確認するための開発・

試験を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①アクセス装置（アーム、エンクロージャ等） 

 ②燃料デブリ収納容器の遠隔輸送台車 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図：取り出し用アームのイメージ      図：燃料デブリ収納容器の遠隔輸送 

台車のイメージ 
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B．燃料デブリの取り出し規模の更なる拡大 

B1 建屋内外環境改善 

B1 原子炉建屋内の環境改善のための技術 
【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けて、事故による

損傷状態が不明な箇所が残り、未だに線量が高い原子炉建屋内における作業

が安全、効率的に行えるために必要となる環境改善に関わる技術の開発を行

う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉建屋内で作業を行うためには、可能な限り作業員の被ばく低減を図る

ことが重要であることから、建屋内の構造物や放射線量などのデータを精密

に収集し、デジタル技術によりサイバー空間上に可視化するための技術を開

発する。 

◯ 燃料デブリの取り出しに向けた現場環境改善や干渉物撤去のために、高線量

下で重量物、放射線源、水素等の危険物質を取扱い、かつ、長時間の作業に

対応できる遠隔技術の開発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①被ばく低減のための環境・線源分布のデジタル化技術 

 ②環境改善・干渉物撤去のための遠隔技術 

 

 

B2 PCV/RPV 内部調査・燃料デブリ性状把握 

B2①原子炉格納容器内部詳細調査技術 

【目的】 

◯ 原子炉格納容器（PCV)内の燃料デブリの分布、ペデスタル内外の状況を従来

よりも広範囲に精度良く調査するために、装置やより高度な調査技術の開発

を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ PCV 内は、線量が高く、放射性物質で汚染されており、情報が限定的で不確

実性が高い中、PCV 貫通部（X-2 ペネトレーション等）から PCV 内に入り、

制御棒駆動装置（CRD）搬出入用開口からペデスタル内を詳細調査するため

のクローラ型アクセス・調査装置及び調査技術の開発を行い、実機を模擬し

たモックアップ試験にて適用性を確認する。 

＜開発する技術＞ 

 ①クローラ型アクセス・調査装置の詳細設計、製作 
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 図：クローラ型アクセス・調査装置のイメージ 

 

 

B2②原子炉圧力容器内部調査技術 

【目的】 

◯ 原子炉圧力容器（RPV)内部の燃料デブリ取り出しの検討に資するため、RPV

内部の燃料デブリ等の状況を把握するための調査技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ RPV 内は、線量が非常に高く、放射性物質で汚染されており、内部情報が限

定的で不確実性が高い中、閉じ込め性を確保した上で RPV 内の燃料デブリの

分布や構造物の状況等を把握するための調査技術の開発を行う。 

◯ これまでの技術開発の成果を踏まえ、RPV 上方から内部にアクセスする調査

方法は、アクセスルートの構築に長期間を要し、かつ、掘削時の二次廃棄物

が大量に発生することが想定されるため、従来のアブレッシブウォータージ

ェットよりも二次廃棄物の少ない加工技術の開発を行う。また、RPV 下方か

らアクセスし、RPV 底部に想定される開口部から内部に装置を入れて調査を

行う調査技術の開発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①上部アクセス調査工法における加工技術の高度化 

 ②下部アクセス調査工法の開発 

 

B2③燃料デブリの性状把握のための分析・推定技術 

【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し方法、燃料デブリ収納・移送・保管技術

の開発等に資するため、燃料デブリの性状を分析・推定するために必要な技

術の開発等を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 福島第一原子力発電所の燃料デブリは世界初の沸騰水型の原子炉の炉心溶融

事故で生成したものであり、不均一な組成を有し、難溶性かつ多種多様な核

種を含む燃料デブリの分析を可能とするため、燃料デブリの分析技術の開発

を実施する。 
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◯ 現場試料の分析・評価を活用して、燃料デブリの熱挙動、経年変化特性や微

粒子挙動など、その性状の推定技術を開発し、燃料デブリ性状推定を高度化

する。 

＜開発する技術＞ 

①燃料デブリ性状の分析・推定に必要な技術開発 

②燃料デブリの熱挙動の推定技術 

③燃料デブリの経年変化特性（粉体化するか等）の推定技術 

④燃料デブリの微粒子挙動の推定技術 

    

 

B3 取り出し設備・安全システム・メンテナンス設備・保管設備 

B3①燃料デブリ取り出し工法 

【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けて必要な機器・

装置及びシステムに関わる技術やスループット確保のための取り出し作業エ

リアの確保について、これまでに得られた研究開発成果に基づき、必要とな

る要素技術開発及び試験を実施する。 

 

【技術開発のポイント】 

◯ 原子炉格納容器内（PCV）・原子炉圧力容器内（RPV）は、線量が高く、放射

性物質で汚染されており、情報が限定的で不確実性が高い中、燃料デブリ・

炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大するための装置・システムの成立性

の確認するための開発・試験を行う。 

◯ PCV の側方から内部の燃料デブリにアクセスし、取り出しを行う工法（以下

「横取り出し工法」という）の開発として、アクセス用設備の設置工法の開

発及び解体・撤去技術の開発を行う。PCV の上方から内部の燃料デブリにア

クセスし、取り出しを行う工法（以下「上取り出し工法」という）の開発と

して、大型構造物の取り出しコンセプト実現に向けた技術開発を行う。ま

た、横・上共通の取り出し工法の開発として、燃料デブリ飛散抑制技術の開

発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①横取り出し工法の開発（アクセス用設備の設置工法の開発、解体・撤去 

技術の開発） 

 ②上取り出し工法の開発（大型構造物の取り出しコンセプト実現に向けた

技術開発） 

 ③横・上共通の取り出し工法の開発（燃料デブリ飛散抑制技術の開発） 
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B3②安全システム 

【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大に向けて必要なシステ

ム及び安全確保に関わる技術について、これまでに得られた研究開発成果に

基づき、必要となる要素技術開発及び試験を実施する。 

【技術開発のポイント】 

◯ 液体系・気体系システムに係る安全システムの開発、臨界近接監視技術・中

性子吸収材技術の現場運用方法、燃料デブリ切削時のダスト飛散率データ取

得及び被ばく線量評価のための分析手法の技術開発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①安全システムの開発（溶解性α核種除去技術の開発、逆浸透膜（RO）

濃縮水の処理技術の開発、二次廃棄物処理技術の開発） 

 ②臨界近接監視技術・中性子吸収材技術の現場運用方法の開発 

 ③デブリ飛散率評価技術の開発 

 ④被ばく線量評価のための分析手法の技術開発 

 

 

B3③遠隔装置保守技術 

【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大において、長期にわた

る安全で確実な運転継続性を確保するため、また、取り出し工法に関わる遠

隔装置の合理的な設計及び廃棄物発生量の低減等の観点も含めて、必要とな

る遠隔装置の保守技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大において、取り出し作

業を行う遠隔装置は、高線量・高汚染下かつ長期間の運転が求められ、さら

に、多様な遠隔装置の除染・保守技術が必要になることから、保守を行うた

めの作業エリアの合理的な設定及び保守作業による廃棄物の発生の低減の観

点も含め、汚染した装置の遠隔除染・保守技術の開発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①汚染した装置の遠隔除染・保守技術の開発 

 

B3④燃料デブリ収納・移送・保管技術 

【目的】 

◯ 燃料デブリの取り出しから保管に関するシナリオを確立するために、取り出

した燃料デブリを安全、確実かつ合理的に収納、移送、保管するためのシス

テムの開発を行う。 
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【技術開発のポイント】 

◯ これまでの技術開発の成果により、粒状の燃料デブリを想定した収納・移

送・保管技術の開発は進んだものの、更に取り出し作業を進めた際に発生す

る粉状及びスラリー・スラッジ状の燃料デブリを想定した収納・移送・保管

技術の開発を行う必要がある。 

◯ 取り出し規模の更なる拡大における燃料デブリ取り出し工法に適合した収

納・移送・保管システムの概念を確立するため、収納技術に必要な収納缶の

フィルタの性能に影響する故障シナリオの選定と必要な試験条件の検討、移

送・保管技術に必要な乾燥技術の開発、粉状及びスラリー・スラッジ状放射

性物質取り扱い事例の調査を踏まえた今後の技術開発課題の抽出を行う。 

◯ 燃料デブリに含まれる水分からの水素ガス発生量の低減を目指して燃料デブ

リの乾燥技術の開発を継続してきたが、燃料デブリ性状、乾燥形態等の乾燥

処理方法、運転上のパラメータの拡充と乾燥装置に必要なデータの拡充を行

う。 

＜開発する技術＞ 

 ①収納技術の開発 

 ②乾燥技術の開発 

 

B3⑤福島第一原子力発電所廃止措置統合管理のための支援技術 

【目的】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大を含む福島第一原子力

発電所（１F）廃止措置の統合管理を円滑に実施するのに必要な支援システ

ムに関わる技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 燃料デブリ・炉内構造物の取り出し規模の更なる拡大を含む１F廃止措置に

は、高線量・高汚染下かつ不確定要素を含む環境条件での遠隔操作になるた

め、取り出し期間における PCV 内の環境変化を長期的、かつ連続的に監視す

る技術の開発を行う。また、廃止措置を安全かつ効率的に進めていくために

デジタル技術を利用した統合的管理技術の開発を行う。 

＜開発する技術＞ 

 ①PCV 内の連続的な監視システムの開発 

 ②デジタル技術を利用した統合的管理技術の開発 
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C．廃棄物対策 

 

C 固体廃棄物の処理・処分に関する研究開発 

【目的】 

◯ ２０２１年度頃までを目途に、処理・処分方策とその安全性に関する技術的

見通しを得ることを目標として、固体廃棄物の保管・管理技術、安定化・固

定化するための処理（先行的処理）技術、処理・処分概念の構築とその安全

評価手法の開発を行う。また、これらの実施にあたって必要となる性状把握

技術の開発を行う。 

【技術開発のポイント】 

◯ 燃料デブリ取り出しに伴い発生する廃棄物等の高線量廃棄物について、種

類・物量を評価した上で、その安全かつ合理的な保管方法を検討する。その

際、放射線分解で発生・蓄積する可能性のある水素への対策も考慮する。 

◯ 汚染水の浄化に伴い発生する水処理二次廃棄物等の固体廃棄物について、安

定化・固定化するための処理（先行的処理）技術の工学規模の装置等を用い

た試験を行う（高温処理技術及び低温処理技術）。 

◯ 国内外の調査結果等を踏まえ、一部の廃棄物を対象に、適用可能な処理技術

を踏まえた処分概念とその安全評価手法の構築に必要な情報を整理する。 

◯ 福島第一原子力発電所の固体廃棄物は、事故により多量かつ核種組成及び放

射能濃度が多様なため、性状把握を効率的に進めるため以下の技術の開発を

行う。 

①分析データと移行モデルに基づく評価データを組み合わせて性状を把

握する方法の構築 

②分析前の前処理の合理化・自動化等により簡易化・迅速化された分析

法の標準化の検討 

③高線量廃棄物（セシウム吸着材等）の採取技術の開発 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図：高温処理技術の例 

In-Can ガラス固化 GeoMelt ICV 
コールドクルーシブル 
誘導加熱炉（CCIM） 
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（参考１） 

研究開発中長期計画 
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（参考２） 

2020 年度研究開発プロジェクトの進捗状況 

 
 
26






























